
貸 借 対 照 表
（平成３０年１２月３１日現在）

東海工業株式会社
(単位：千円)

資 産 の 部 金　　額 金　　額

Ⅰ 流　動　資　産 1,037,545 Ⅰ 流　動　負　債 602,728 
現 金 預 金 22,103 508,385 
受 取 手 形 95,862 18,655 
売 掛 金 596,919 2,277 
棚 卸 資 産 209,761 11,299 
預 け 金 44,468 62,111 
未 収 連 結 法 人 税 46,941 
繰 延 税 金 資 産 5,968 Ⅱ 固　定　負　債 102,005 
そ の 他 15,521 101,480 

525 

Ⅱ 固　定　資　産 553,700 
 1.有形固定資産 433,023 

建 物 128,948 704,733 
構 築 物 53,060 
機 械 装 置 他 113,549 
土 地 118,769 金　　額
建 設 仮 勘 定 18,157 
リ ー ス 資 産 537 Ⅰ 株　主　資　本　 886,512 

１.資　　　 本　　　 金 400,000 
2.資　本　剰　余　金 40,999 

 2.無形固定資産 6,560 資　本　準　備　金 40,999 
そ の 他 5,882 3.利　益　剰　余　金 445,512 
リ ー ス 資 産 678 利　益　準　備　金 83,600 

その他利益剰余金 361,912 
　　別 途 積 立 金 160,000 

 3.投　　資　　等 114,116 　　繰越利益剰余金 201,912 
子 会 社 株 式 35,061 
関 係 会 社 株 式 4,900 
長 期 貸 付 金 26,640 
繰 延 税 金 資 産 22,214 Ⅱ 評価・換算差額等　 0 
そ の 他 25,300 

886,512 
1,591,246 1,591,246 

（注）千円未満切り捨てで表示している。
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東海工業株式会社

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

      　 1.有価証券の評価方法及び評価基準
　　　　　(1)子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法によっている。　　　(1)子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法によっている。

　　　(2)その他の有価証券
　　　　　時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法によっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　 　評価差額は全部資本直入法により処理している。
　　　　　時価のないもの……移動平均法による原価法によっている。
　　2.棚卸資産の評価方法は、移動平均法による低価法によっている。
　　3.固定資産の減価償却方法……有形固定資産、鉱業権を除く無形固定資産は定額法。
　　   鉱業権は生産高比例法、リース資産はリース資産定額法によっている。
　　   尚、自社使用のソフトウェアについては、利用可能期間（５年）に基づく定額法を使用している。
　　4.引当金の計上基準
　　　(1)貸倒引当金
　　　　　貸倒懸念債権等、特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
　　　　　を計上している。
　　　(2)賞与引当金・役員賞与引当金
　　　　　従業員・役員の次回の賞与支給に備えて、次回支給見込額のうち当期負担分を計上して
　　　　　いる。
　　　(3)退職給付引当金
　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
　　　　　見込額に基づき計上している。 当社は、退職給付に係る会計基準のうち簡便法を採用し
　　　　　ている。
　　　(4)役員退職慰労積立金
　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく当会計年度末要支給額を計上している。
　　5.消費税等の会計処理は、税抜処理、個別対応方式によっている。

以　上

個　別　注　記　表

自：平成３０年　１月　１日
至：平成３０年１２月３１日


